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農作業事故と労災保険制度について

全国では、農作業事故死が毎年４００件も発生し一向に減る気配はありません。

徳島県でも農作業による重大事故が増加傾向にありますが、被災者の多くは事故補

償を受けておりません。

万が一にも悲惨な農作業事故が起きますと、医療費等の出費がかさみ、家計を圧迫

してしまいます。その治療が高度医療ともなりますと、農業所得では賄い切れなくな

ってしまいます。加えて治療期間が長くなりますと、家族労働への負担が過重となり

ますので、作業が遅延する等による農産物の品質の低下や、経営規模の縮小・廃止を

余儀なくされるなど、農業経営の存続に与える影響は深刻なものとなります。

近年では従業員を雇用する農業経営も多くなってきましたが、常に従業員の農作業

事故に気を配らねばなりません。事業主である使用者は、労働安全衛生法により安全

配慮義務を負っておりますので、農作業中の事故で従業員が負傷しますと、その治療

費を全額負担する必要があります。

また、不幸にも従業員が農作業事故により亡くなったりしますと、使用者責任が問

われ、被災者に多額の損害賠償金を支払うことになりかねません。こうした出費がか

さみますと、最悪の場合は労災倒産に至る場合もあるのです。

これらの対策として、被災者の生活を守る国の労災制度が力強い味方となります。

従業員の労災補償はもとより、特別加入制度を活用することで本来は労災制度の対象

外である事業主等（農業経営者及び家族従事者）も労災補償が受けられるのです。

労災保険に加入することにより、農作業事故によるケガ等の治療が受けられるほか、

休業補償や傷害補償、遺族補償があるなど、労災保険に加入することが必要不可欠と

なっております。

個人農家や従業員を雇用する農業経営が、労災制度に加入していない状態は、国の

自賠責保険に入っていない自動車を運転しているのと同じ状態で、事故補償の備えが

全くない状態といえます。今後を展望しますと、事故補償なくして農業経営の持続的

発展はあり得ないと言えます。

このためには、農業経営者はもとより、農業関係機関が意識改革し、組織的な農作

業安全運動の取り組みと併せて、労災制度への特別加入推進が重要となります。

本冊子は、農作業事故と労災保険への特別加入制度について紹介しておりますので、

労災保険への特別加入を検討している農業経営者やＪＡ等の農業関係機関の活動の一

助となれば幸いです。

平成２６年２月２６日

徳 島 県 農 業 会 議

農業雇用改善アドバイザー
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みんなで無くそう農作業事故！

１．減らない農作業死亡事故

農作業による死亡事故は、毎年４００人前後で推移しております。毎日一人

以上の方が全国のどこかで農作業事故で亡くなっています。

建設業分野では、安全対策の徹底で死亡事故の発生は大幅に減少していますが

農業分野では、逆に増加基調にあります。これまで最も危険な業種だといわれて

きた建設業分野ですが、今では農業が最も危険な業種であると指摘されています。

農作業事故死と他産業労災事故死、交通事故死、建設業事故死の推移
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前頁図からみて、昭和４６年から現在までの４０年間で、交通事故死件数、

建設業事故死件数、他産業労災事故死件数は急ピッチで減少していますが、農

作業事故死の件数は一向に減少する気配はありません。

建設業の場合は雇用労働が中心で、労働法規制の対象として、労災の発生件

数はもとより、事故原因の究明と個別の改善勧告がなされ、徹底して事業主責

任が追及されることで、業界が一丸となって労働安全運動が組織的に行われて

きました。

しかし、農作業事故のような場合は、農業そのものが個別経営による家族労

働が中心であり、事故の経験がそれぞれ個人内部に留まってしまい、個人情報

が多くの農業者の共有財産とはなっていないことから、労災撲滅運動のように

事業所ぐるみ、組織ぐるみの農作業安全運動には至っていないのが現状です。

徳島県における農作業事故の発生状況

徳島県においても農作業事故の発生件数は増加傾向にあり、平成２３年度は過去最多の

件数となりました。このうち毎年４～６人が農作業死亡事故で亡くなっておりますが、６割の方

は農業機械作業時の事故で亡くなっています。
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２．事故区分別死亡事故の発生件数

農作業による死亡事故発生件数を事故区分別にみると、農業機械作業事故による死亡

件数が全体の７割を占めています。

３．年齢階層別死亡事故の推移

農作業による死亡事故発生件数を年齢別にみると、６５歳以上の年齢階層が全体の３／４

を占めています。
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加齢による心身機能の低下

年齢が高くなると、視力、平衡機能、とっさの判断力等の心身機能は低下します。自らの

体力が、若い頃とは違うという自覚をした上で、余裕を持った作業を心がけることが大切で

す。

４．機種別機械作業事故件数の推移

農業機械作業事故による死亡件数をみると、約半数は乗用トラクター作業による死亡事故

です。これに歩行型トラクターの死亡事故件数を加えると、死亡事故割合はもっと高くなりま

す。
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機械作業の原因別死亡事故件数

農業機械作業による原因別死亡事故件数を見ると、乗用トラクターの「転落・転倒」、小型

トラクター等による「挟まれに等」よる死亡事故が目立っていますが、乗用トラクターでは安全

キャブ・フレームがあることで、「転落・転倒時の死亡率」を１／８に抑える効果があるといわれ

ています。その上で、ヘルメットとシートベルトを締めると安全性はもっと高くなります。

トラクターが、転倒しやすい理由

乗用トラクターは、タイヤも大きく重心位置が高いことや、前輪軸が一点で支えられている

ことから、左右前方にバランスを崩しやすい乗り物で、バランス的には三輪車と同様です。

傾斜地や進入路の未整備など構造的に危険な場所では、更にバランスを崩しやすくなり

ますので、作業現場の点検・整備が欠かせません。
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５．時間帯・月別による農作業事故の発生状況

農作業事故が発生する割合は、一日の時間帯によっても異なります。事故発生ピークは

午前と午後に１回ずつあります。午前中は昼休み前の１１時と終業前の１６時の２回です。

これらは、いずれも疲労の蓄積等が原因で判断力が低下するなど、ヒュ－マンエラーに加

え、作業予定時刻までに片づけたいといった焦り作業などが重なって事故が起きやすくなっ

てくるものと考えられますが、午前と午後に適宜、休憩をとることが大切です。

また、農作業事故発生状況を月別に見ても、発生にピークがあります。これは機械作業体

系が整った水稲作の作業時期と一致し、１年のうち５月～８月までが事故発生割合が高くな

ります。

月別の事故発生状況
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農作業事故の原因と防止対策

１．農作業事故は、以下の４つの災害要因が絡み合って起こります

２．危険を予知して見えない事故要因を取り除く

①危険予知（リスクの発見）

農作業事故の事例やヒヤリ・ハット事例を基に見えない事故要因を

発見する

②見えない事故要因を取り除く

圃場への進入路の改善など作業環境の改善、農業機械・施設の整備

など

③農作業事故の防止
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ヒヤリ・ハット事例（経験）の発生

１つの重大な事故の背後には、同じ原因で２９件の軽い事故と、３００件のヒヤリ・ハ

ットの事例が発生しているといわれています。これをハインリッヒの法則（1:29:300）と

いいます。

現実に農作業事故につながらなくても、作業中にヒヤリとしたことやハッとしたこと（「ヒヤリ･

ハット体験」といいます。）を地域の皆で話し合い、その情報を共有・認識することで農作業の

未然防止につながります。
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３．安全な農作業に必要な知識・技術を習得する

①作業前に、これから取り組む作業で予想される危険箇所の「見える化」

を考えるとともに、必要な知識・技術を習得する。

②ヒューマンエラーの減少とスムーズな回避行動が可能となる。

③農作業事故の防止と被害の軽減につながる。

危険作業箇所の「見える化」 農業機械使用者安全講習会

農作業安全の取り組み
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労働保険とは …
労働保険とは、労働者災害補償保険（一般に「労災保険」という。）と雇用

保険との総称で、 労働者の業務上災害と通勤途上災害による傷病等に対

する補償（労災保険）や、労働者が失業した場合の給付（雇用保険）等を行う

制度です。

労災保険とは

労働者が業務上の災害や通勤によって負傷したり病気に見舞われたり、あるい

は不幸にも死亡された場合に、被災労働者や遺族を保護するために必要な保険給

付を行うもの

雇用保険とは

労働者が失業した場合及び労働者について雇用の継続が困難となる事由が生じ

た場合に、労働者の生活及び雇用の安定を図るとともに、再就職を促進するため

必要な給付を行うもの

※ 労働保険は、農林水産の事業の一部を除き、法人・個人を問わず労働者を一人でも

雇っている事業主は必ず加入することが法律で義務付けられています。

労災保険の位置づけ

○労働者への災害補償は雇用者の義務（労働基準法）

パートやアルバイトであっても労働者を雇った場合、使用者は労働者の業務災

害・通勤災害に対する補償の義務があります。（労働基準法第７５条～８５条）

○労災保険で災害補償が行われる場合に雇用者の補償責任は免除

この法律に規定する災害補償の事由について、労働者災害補償保険法（昭和22

年法律第50号）又は厚生労働省令で指定する法令に基づいてこの法律の災害補償

に相当する給付が行なわれるべきものである場合においては、使用者は、補償の

責を免れます。（労働基準法第８４条）
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○業務上の負傷・疾病、死亡は労災保険で、私傷病は健康保険、ＪＡ共済は、

これら保険の上乗せと考えるべきだ

○労災保険の適用事業と暫定任意適用事業

★適用事業とは …
一人でも労働者を雇用して事業が行われている限り、当然に労災保険の保険関係が

成立する事業をいいます。

★暫定任意適用事業とは …
農林水産の事業については、雇用も少なく事業規模も小規模なため、労災保険

への加入は事業主又は労働者の意思に任されています。この事業を暫定任意適用

事業といいます。

従って、常時５人未満の労働者を使用する個人経営の農業は、労災保険への加

入が任意となっています。ただし、雇用労働者の過半数が希望するときや、事業

主が特別加入している事業については、使用される労働者は強制的に労災保険に

加入しなければなりません。

※ 法人経営の農業は、一人でも労働者を雇用している場合は適用事業となります。

○成立手続きの方法

労働保険の適用事業となったときは、まず労働保険の保険関係成立届を所轄の

労働基準監督署又は公共職業安定所（ハローワーク）を経由して、又は労働保険

事務を委託している労働保険事務組合を通じて、徳島労働局へ提出します。
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労災保険への特別加入

労災保険は、本来、労働者の負傷、疾病、障害、死亡等に対して保険給付を行う

制度ですが、労働者以外の方であっても、その作業の実態や災害の発生状況などか

らみて、労働災害にあう危険性は通常の労働者とかわらないなど、特に労働者に準

じて保護する必要があると認められる一定の者に対して、特別に労災保険への任意

加入を認めているのが、労災保険の特別加入制度です。

農業者の方の場合には、下に掲げる３つの制度のいずれかに特別加入することが

できます。

（１）特定農作業従事者の加入

年間農業生産物総販売額３００万円以上又は経営耕地面積２ヘクタール以上の規

模（この基準を満たす地域営農集団等を含む。）で、土地の耕作若しくは開墾、

植物の栽培若しくは採取、又は家畜若しくは蚕の飼育の作業を行う自営農業者（労

働者以外の家族従事者などを含む。）であって、次の（イ）から（ホ）までのいずれか

の作業に従事する者をいいます。
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（２）指定農業機械作業従事者の加入

●自営農業者（労働者以外の家族従事者などを含みます。）であって、次の機械を使

用し、土地の耕作若しくは開墾又は植物の栽培若しくは採取の作業を行う方をいい

ます。

●指定農業機械を使用する１５歳以上の男女、兼業農家でも、学生でも機械を使う人

なら誰でも加入できます。

（３）中小事業主等の加入

●中小事業主等

農業の場合には常時３００人以下の労働者を使用する事業主及び事業主の家族

従事者は特別加入することができます。

●継続して労働者を使用していない場合であっても、１年間に１００日以上にわ

たり労働者を使用することが見込まれる場合には、常時雇用しているものとし

て扱われます。

●中小事業主等の特別加入要件は・・・・

①雇用する労働者について労働保険関係が成立していること。

②労働保険の事務処理を労働保険事務組合に委託していること。

の２つの要件を満たすことが必要となります。
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労災保険加入の手続き

（１）加入手続きの流れ

（２）特別加入手続きの留意点

○特別加入の手続は？

農業における一人親方等の特別加入（特定農作業従事者、指定農業機械作業従

事者）については、自分で直接加入手続きをすることはできませんので、特別加

入者団体（徳島県農業機械等安全推進協議会労働保険事務組合等）を通じて加入

する必要があります。

また、中小事業主等として特別加入する場合は、労働保険の事務処理を労働保

険事務組合（徳島県農業機械等安全推進協議会労働保険事務組合等）に委託する

必要があります。

※ 特別加入者団体を事業主とし、一人親方等を雇用労働者とみなして労災保険

を適用しています。
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○年度途中で加入した場合の保険料は？

年度途中に加入した場合の保険料は、１年間に必要な保険料を月割り計算した

額となります。保険料は月割り単位ですので、月初めの１日に加入しても、月末

に加入しても１ヵ月分の保険料は必要となります。

脱退した場合も同様で、１日に脱退しても、月末に脱退しても保険料は１ヵ月

分が必要となります。

○保険料以外の費用は？

徳島県農業機械等安全推進協議会労働保険事務組合の場合は、保険料以外に事

務手数料として、特別加入者１人当たり年間・１，５００円が必要です。

また、中小事業主等として特別加入する場合は、特別加入者１人当たり年間・

１，５００円に加えて、雇用労働者にかかる労災保険料総額の１５％相当額が事務手

数料として、別途必要となります。

○費用の支払方法は？

徳島県農業機械等安全推進協議会労働保険事務組合の場合は、特別加入時又は

年度更新時に、１年分の保険料と事務手数料を一括してＪＡ等の金融機関を通じ

て納付して頂きます。期別納付の取扱はしておりません。

○年度途中での任意脱退は？

特別加入者が年度途中で任意脱退する場合は、任意脱退した日の属する月の翌

月以降の保険料は還付しますが、事務手数料は返還できません。

○一人親方等の特別加入者が労働者を雇用する場合は？

個人経営の農家で使用する労働者が５人未満である場合、労災保険への加入は、

原則として任意加入ですが、既に事業主が一人親方等として特別加入している場

合は、常用労働者を１人でも雇った場合は適用事業となり、強制加入の対象とな

ります。この場合、事業主等が特別加入を続けたいという希望があれば、１人親

方等の特別加入を脱退し、中小事業主等として特別加入することを推奨します。
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○さかのぼって加入・脱退ができるか？

一人親方等の特別加入の手続きは、意思表示の時点の取扱となりますので、過

去にさかのぼっての加入・脱退の手続きはできません。これは、事故が起きてか

ら労災に特別加入することを防ぐ趣旨からきたものです。

なお、特別加入による効力の発生日は、徳島労働基準監督署へ提出した日の翌

日となります。

○給付基礎日額の変更はできるか？

加入時点で選択した「給付基礎日額」は、年度途中に変更はできません。給付

基礎日額を変更したい場合は、年度末までに「給付基礎日額変更申請書」を監督

署長を経由して徳島労働局長あて提出することで、翌年度より変更することがで

きます。

また、労働保険の年度更新期間中にも当年度に適用される給付基礎日額を変更

することは可能ですが、災害発生前に申請することが前提となります。

給付基礎日額の変更申請前に災害が発生している場合は、当年度の給付基礎日

額の変更は認められません。

給付基礎日額と保険料計算

（１）給付基礎日額・保険料一覧表

25000 円 9,125,000 円 82,125 円 36,500 円 109,500 円

24,000 8,760,000 78,840 35,040 105,120

22,000 8,030,000 72,270 32,120 96,360

20,000 7,300,000 65,700 29,200 87,600

18,000 6,570,000 59,130 26,280 78,840

16,000 5,840,000 52,560 23,360 70,080

14,000 5,110,000 45,990 20,440 61,320

12,000 4,380,000 39,420 17,520 52,560

10,000 3,650,000 32,850 14,600 43,800

9,000 3,285,000 29,565 13,140 39,420

8,000 2,920,000 26,280 11,680 35,040

7,000 2,555,000 22,995 10,220 30,660

6,000 2,190,000 19,710 8,760 26,280

5,000 1,825,000 16,425 7,300 21,900

4,000 1,460,000 13,140 5,840 17,520

3,500 1,277,500 11,498 5,108 15,330

給付基礎日額

Ａ

保険料算定基礎額

(賃金総額）
Ｂ=Ａ×３６５

中小事業主等

Ｂ×12／1000

特定農作業従事者

Ｂ×9／1000

指定農業機械作業従事者

Ｂ×4／1000

年間保険料
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給付基礎日額とは、労災保険の給付額を算定する基礎となるもので、給付基礎

日額が高ければ、補償内容が高くなりますが、その反面保険料も高くなります。

給付基礎日額を選択する場合は、現在の所得水準に見合った額を選択します。

例えば、特別加入者の農業所得が月額３０万円とすると、給付基礎日額は10,000円

となります。

なお、特別加入者の給付基礎日額は、平成25年９月１日から、新たに22,000円、

24,000円、25,000円が選択できるようになりました。

（２）保険料の算出

●保険料は掛け捨て制で、４月～３月までの１年間です。年度途中加入もでき、

その場合の保険料は月割り制となります。

●加入する農業者は、自身の給付基礎日額を選択します。この給付基礎日額に基

づいて年間の保険料や補償内容が決定されます。

★ポイント１＜給付基礎日額の選択＞

自分の所得水準に見合った額を選択します。この場合、年間の農業所得を３６５日

で除した額を目安として、3,500円～25,000円のうちから申請します。選択した額

については、徳島労働局長の承認が必要となります。

★ポイント２＜自身の年間保険料の算出＞

年間保険料＝給付基礎日額×３６５×保険料率

※ 保険料率 特定農作業従事者・・・・・・・・・・・0.9％

指定農業機械作業従事者・・・・・0.4％

中小事業主等 ・・・・・・・・・・・・・1.2％

※ 保険料の算出例（特定農作業従事者で、給付基礎日額を10,000円で加入）

10,000円×365×0.009＝32,850円（年間保険料） ※月額にすると 2,738円

★ポイント３＜雇用労働者の年間保険料の算出＞

年間保険料＝賃金総額見込額×保険料率（1.2％）
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補償の内容

加入プランと補償の内容

●特定農作業従事者として加入する場合

※「指定農業機械作業従事者」、「中小事業主等」として加入する場合は、表中の保険料負

担額が保険料率により異なるだけで、給付基礎日額毎の補償内容は同じです。
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万一の事故に備え、ぜひ労災保険に

●労災保険への特別加入状況

労災保険への特別加入をしている個人農家は、全国的に見ても農業就業人口の

５％程度です。徳島県でも農業就業人口割合で１．４％、認定農業者割合でみて

も２割程度と低い加入状況にあります。この要因として考えられるのは、労災保

険制度は雇用労働者のための制度ですから、「個人事業主である農家が労災保険

に特別加入できることを知らない。」といった事情があります。また「ＪＡ共済

に加入しているから心配はない、安心だ。」という声が背景にあります。

しかし、労災保険制度は、ＪＡ共済にはない手厚い補償が受けられる国の制度

ですので、「国の労災制度を土台にして、その上乗せ補償をＪＡ共済が担う。」と

いうように考えるべきでしょう。

特別加入者の加入状況（農機安全協事務組合の場合）

（平成22年度末）

農用就業
人口割合

認定農業
者割合

農用就業
人口割合

認定農業
者割合

農用就業
人口割合

認定農業
者割合

農用就業
人口割合

認定農業
者割合

北 海 道 54.1 183.6 東 京 3.0 29.6 滋 賀 2.0 32.4 香 川 1.0 22.3

青 森 1.0 9.2 神 奈 川 18.3 238.8 京 都 1.8 45.3 愛 媛 1.9 20.2

岩 手 2.3 25.5 新 潟 4.1 197.4 大 阪 0.0 0.4 高 知 0.3 2.4

宮 城 4.3 48.2 富 山 11.2 38.1 兵 庫 1.1 34.1 福 岡 1.7 17.8

秋 田 1.6 11.4 石 川 2.7 9.9 奈 良 1.8 36.1 佐 賀 1.5 9.9

山 形 1.5 11.4 福 井 2.8 4.9 和 歌 山 1.0 12.5 長 崎 1.0 6.9

福 島 0.4 6.7 山 梨 0.5 12.0 鳥 取 1.0 27.8 熊 本 0.9 7.1

茨 城 5.9 81.5 長 野 3.5 184.3 島 根 0.6 15.6 大 分 0.3 2.6

栃 木 4.3 45.4 岐 阜 2.2 93.2 岡 山 0.3 4.4 宮 崎 6.1 39.3

群 馬 5.5 63.4 静 岡 4.5 147.5 広 島 2.2 75.4 鹿 児 島 0.6 4.7

埼 玉 4.7 70.3 愛 知 1.9 28.0 山 口 1.9 44.2 沖 縄 0.2 2.5

千 葉 1.2 17.0 三 重 2.3 44.3 徳 島 1.4 19.9 全 国 4.8 50.6

都道府県 都道府県 都道府県 都道府県
労災加入率 労災加入率 労災加入率 労災加入率
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労災保険制度の仕組み

労災保険制度（労働者災害補償保険法の略）は、労働基準法により使用者に課

せられた無過失補償責任の履行に資し、これに代わって迅速かつ公正な保護を

図ろうとするものです。

労働基準法では、「労働者が業務に従事したことによって被った負傷、疾病、

傷害又は死亡の労働災害は、企業の営利活動にともなう現象である以上、企業

活動によって利益を上げている使用者に損害の補償を行わせ、労働者を保護す

べきである」、との考え方により災害補償制度が法制化されています。

労災保険制度の適用が労働者を使用する事業を基礎に行われるため、保険法

といいながら被保険者の概念がありません。このため保険料は事業主の全額負

担となっています。

第１ 労災保険の基礎知識

１．労災保険の目的、事業

労災保険は、業務上の事由又は通勤によって労働者が負傷、疾病、傷害、死亡等し

た場合に迅速かつ公正な保護をするため、必要な保険給付を行うことを目的とする保

険制度です。あわせて、業務上の事由又は通勤により負傷し、又は疾病にかかった労

働者の「社会復帰の促進」、「労働者及びその遺族の援護」、「安全及び衛生の確保」

と労働者の福祉の増進に寄与することを目的としています。

なお、労働者の福祉増進のため行う事業は、以下の４つの事業に大別できます。

① 被災労働者の円滑な社会復帰を促進するために必要な事業

② 被災労働者及びその遺族の援護を図るために必要な事業

③ 労働者の安全及び衛生の確保のために必要な事業

④ 適正な労働条件の確保を図るために必要な事業

２．適用事業の範囲

（１）適用事業（強制加入）

労災保険は、基本的に労働者を使用している事業については、以下の暫定任意適用

事業や適用除外事業を除いて、全て強制加入となっています。この事業のことを適用

事業といいます。

(２）暫定任意適用事業（任意加入）

以下の事業については、災害が発生することが少なく事業規模も小規模なため、当

分の間（暫定）、労災保険への加入は事業主又は労働者の意思に任されています。な
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お、労働者の過半数が希望するときは加入しなければいけません。

① 農業

常時５人未満の労働者を使用する個人経営の事業は、労災保険への加入が任意と

なっています。一定の危険又は有害な作業を主として行う事業や、事業主が特別加

入している事業については、使用される労働者は強制的に労災保険に加入しなけれ

ばなりません。

② 林業

常時労働者を使用せず、かつ年間使用延べ労働者数が３００人未満である個人経

営の事業。ただし、常時労働者を使用するもの又は１年以内の期間における使用労

働者延べ人員が３００人以上である事業は、労災保険に強制加入となります。

③ 水産業

常時５人未満の労働者を使用する個人経営の事業であって、総トン数５トン未満

の漁船によるもの又は災害発生のおそれが少ない河川・湖沼、又は特定の水面にお

いて主として操業するもの。ただし、特定水面以外（主に外洋）の水面で操業する

５トン以上３０トン未満の漁船による漁業は、労災保険に強制加入となります。

(３)労災保険の適用除外

以下の事業については、国家公務員(地方公務員)災害補償法等の適用を受けるため、

労災保険に加入できません。

① 国の直営事業の職員（現業等職員）

国がみずから行う事業で、国有林野事業、独立行政法人国立印刷局、独立行政法

人造幣局の３つの事業があり、これを３現業と言います。

② 官公署の事業の職員（現業を除く）

非現業の官公署の事業のことです。わかりやすく言えば、役所など国又は地方公

共団体の事務を行う事業です。ただし、地方公共団体で現業部門の非常職員につい

ては労災保険が適用されます。

３．労災保険の適用労働者

労災保険の適用労働者は、適用事業に使用される労働者です。労働者とは、「労働

基準法の適用事業に使用される者で、賃金を支払われる者」と同一と解されています。

従って、労働者であるかどうかは、使用者との使用従属関係があるか否か、労働の

対償として賃金が支払われているか否かで判断されます。

実際には、事業所単位で加入します。したがって、アルバイト、パートタイマー、

派遣労働者であっても労災保険の適用を受けることになります。―方、自営業者、同

居の親族、法人の代表者・役員等については、労災保険の適用を受けませんが、自営

業者については、労災保険に特別加入する道が拓かれております。

４．業務上の災害

業務災害とは、業務上の事由によって労働者が負傷、疾病、障害又は死亡すること
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をいいます。業務災害に関する明文化された規定はありませんので、業務であるか否

かの判断は非常に困難なため、業務上の判断基準として、労働者が使用者の支配下に

ある「業務遂行性」と、業務に内在する危険有害性が現実化したと経験則上判断できる「業

務起因性」によって業務災害を判断することになっています。実際には、この２つの

条件を満たさなければ業務災害とは認められません。

（１）業務遂行性

労働者が使用者の支配下にある状態をいいます。業務遂行性が認められるためには、

労働者が業務に就いている状態（労働者が労働契約に基づいて事業主の支配下にある

状態のこと）での災害でなければなりません。業務遂行性は主に次の３つに分けられ

ます。

① 労働者が事業主の支配・管理下にあって、業務に従事している場合

就業時間中に事業場内で業務行為（事業主の命令による担当業務）あるいは業務

に付随する行為（準備、後始末、必要合理的行為、緊急行為、必要行為等）を行っ

ているときをいいます。

② 労働者が事業主の支配・管理下にあるが、業務に従事していない場合

事業場施設内での自由行動を許される場合で、休憩時間中における事業場施設の

利用、事業場施設内での行動などをいいます。

③ 事業主の支配下にあるが、その管理下を離れて業務に従事している場合

事業場施設外で業務に従事している場合（出張中等）をいいます。

（２）業務起因性

業務と傷病等との因果関係をいいます。業務起因性が認められるためには、業務と

傷病等との間に相当因果関係がなければなりません。つまり、仕事中に怪我等をした

ことを指します。

５．業務上の疾病

労災保険で認められている業務上の疾病として、以下のように一定の疾病を例示列

挙するとともに包括的な救済規定を補足的に設けています。したがつて、業務上疾病

の範囲を具体的に掲げられた疾病に限定するものではなく、列挙疾病以外の疾病であ

つても業務との相当因果関係が認められるものは、この包括的救済規定によつて災害

補償又は労災保険給付の対象となることは当然です。

(１)「業務上の負傷に起因する疾病」(第１号)

(２)「物理的因子による次に掲げる疾病」(第２号)

①「紫外線にさらされる業務による前眼部疾患又は皮膚疾患」(第２号１)

②「赤外線にさらされる業務による網膜火傷、白内障等の眼疾患又は皮膚疾患」(第

２号２)

③「レーザー光線にさらされる業務による網膜火傷等の眼疾患又は皮膚疾患」(第２

号３)

④「マイクロ波にさらされる業務による白内障等の眼疾患」(第２号４)
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⑤「電離放射線にさらされる業務による急性放射線症、皮膚潰瘍等の放射線皮膚障

害、白内障等の放射線眼疾患、放射線肺炎、再生不良性貧血等の造血器障害、骨

壊死その他の放射線障害」(第２号５)

⑥「高圧室内作業又は潜水作業に係る業務による潜函病又は潜水病」(第２号６)

⑦「気圧の低い場所における業務による高山病又は航空減圧症」(第２号７)

⑧「暑熱な場所における業務による熱中症」(第２号８)

⑨「高熱物体を取り扱う業務による熱傷」(第２号９)

⑩「寒冷な場所における業務又は低温物体を取り扱う業務による凍傷」(第２号１０)

⑪「著しい騒音を発する場所における業務による難聴等の耳の疾患」(第２号１１)

⑫「超音波にさらされる業務による手指等の組織壊死」(第２号１２)

⑬「①から⑫までに掲げるもののほか、これらの疾病に付随する疾病その他物理的

因子にさらされる業務に起因することの明らかな疾病」(第２号１３)

(３)「身体に過度の負担のかかる作業態様に起因する次に掲げる疾病」(第３号)

①「重激な業務による筋肉、腱、骨若しくは関節の疾患又は内臓脱」(第３号１)

②「重量物を取り扱う業務、腰部に過度の負担を与える不自然な作業姿勢により行

う業務その他腰部に過度の負担のかかる業務による腰痛」(第３号２)

③「さく岩機、鋲打ち機、チェーンソー等の機械器具の使用により身体に振動を与

える業務による手指、前腕等の末梢循環障害、末梢神経障害又は運動器障害」(第

３号３)

④「せん孔、印書、電話交換又は速記の業務、金銭登録機を使用する業務、引金付け工

具を使用する業務その他上肢に過度の負担のかかる業務による手指の痙攣、手指、前腕

等の腱、腱鞘若しくは腱周囲の炎症又は頚肩腕症候群」(第３号４)

⑤「①から④までに掲げるもののほか、これらの疾病に付随する疾病その他身体に

過度の負担のかかる作業態様の業務に起因することの明らかな疾病」(第３号５)

(４)「化学物質等による次に掲げる疾病」(第４号)

①「労働大臣の指定する単体たる化学物質及び化合物(合金を含む。)にさらされる

業務による疾病であつて、労働大臣が定めるもの」(第４号１)

②「弗素樹脂、塩化ビニル樹脂、アクリル樹脂等の合成樹脂の熱分解生成物にさら

される業務による眼粘膜の炎症又は気道粘膜の炎症等の呼吸器疾患」(第４号２)

③「すす、鉱物油、うるし、タール、セメント、アミン系の樹脂硬化剤等にさらさ

れる業務による皮膚疾患」(第４号３)

④「蛋白分解酵素にさらされる業務による皮膚炎、結膜炎又は鼻炎、気管支喘息等

の呼吸器疾患」(第４号４)

⑤「木材の粉じん、獣毛のじんあい等を飛散する場所における業務又は抗生物質等

にさらされる業務によるアレルギー性の鼻炎、気管支喘息等の呼吸器疾患」(第４

号５)

⑥「落綿等の粉じんを飛散する場所における業務による呼吸器疾患」(第４号６)

⑦「空気中の酸素濃度の低い場所における業務による酸素欠乏症」(第４号７)

⑧「①から⑧までに掲げるもののほか、これらの疾病に付随する疾病その他化学物

質等にさらされる業務に起因することの明らかな疾病」(第４号８)
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(５)「粉じんを飛散する場所における業務によるじん肺症又はじん肺法(昭和３５年

法律第３０号)に規定するじん肺と合併したじん肺法施行規則(昭和３５年労働省令

第６号)第１条各号に掲げる疾病」(第５号)

(６)「細菌、ウイルス等の病原体による次に掲げる疾病」(第６号)

①「患者の診療若しくは看護の業務又は研究その他の目的で病原体を取り扱う業務

による伝染性疾患」(第６号１)

②「動物若しくはその死体、獣毛、革その他動物性の物又はぼろ等の古物を取り扱

う業務によるブルセラ症、炭疸病等の伝染性疾患」(第６号２)

③「湿潤地における業務によるワイル病等のレプトスピラ症」(第６号３)

④「屋外における業務による恙虫病」(第６号４)

⑤「①から④までに掲げるもののほか、これらの疾病に付随する疾病その他、細菌、

ウイルス等の病原体にさらされる業務に起因することの明らかな疾病」(第６号５)

(７)「がん原性物質若しくはがん原性因子又はがん原性工程における業務による次に

掲げる疾病」(第７号)

①「ベンジジンにさらされる業務による尿路系腫瘍」(第７号１)

②「ベータ－ナフチルアミンにさらされる業務による尿路系腫瘍」(第７号２)

③「４―アミノジフェニルにさらされる業務による尿路系腫瘍」(第７号３)

④「４―ニトロジフェニルにさらされる業務による尿路系腫瘍」(第７号４)

⑤「ビス(クロロメチル)エーテルにさらされる業務による肺がん」(第７号５)

⑥「ベンゾトリクロライドにさらされる業務による肺がん」(第７号６)

⑦「石綿にさらされる業務による肺がん又は中皮腫」(第７号７)

⑧「ベンゼンにさらされる業務による白血病」(第７号８)

⑨「塩化ビニルにさらされる業務による肝血管肉腫」(第７号９)

⑩「電離放射線にさらされる業務による白血病、肺がん、皮膚がん、骨肉腫又は甲

状腺がん」(第７号１０)

⑪「オーラミンを製造する工程における業務による尿路系腫瘍」(第７号１１)

⑫「マゼンタを製造する工程における業務による尿路系腫瘍」(第７号１２)

⑬「コークス又は発生炉ガスを製造する工程における業務による肺がん」(第７号

１３)

⑭「クロム酸塩又は、重クロム酸塩を製造する工程における業務による肺がん又は

上気道のがん」(第７号１４)

⑮「ニッケルの製錬又は精練を行う工程における業務による肺がん又は上気道のが

ん」(第７号１５)

⑯「砒素を含む鉱石を原料として金属の製錬若しくは精錬を行う工程又は無機砒素

化合物を製造する工程における業務による肺がん又は皮膚がん」(第７号１６)

⑰「すす、鉱物油、タール、ピッチ、アスファルト又はパラフィンにさらされる業

務による皮膚がん」(第７号１７)

⑱「①～⑰までに掲げるもののほか、これらの疾病に付随する疾病その他がん原性

物質若しくはがん原性因子にさらされる業務又はがん原性工程における業務に起因

することの明らかな疾病」(第７号１８)
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(８)「前各号に掲げるもののほか、中央労働基準審議会の議を経て労働大臣の指定す

る疾病」(第８号)

(９)「その他業務に起因することの明らかな疾病」(第９号)

※業務疾病の「治ゆ」と「再発」

治ゆと再発は労災保険法上次のように定義されています。

「治ゆ」

傷病の症状が安定し、医学上一般に認められた医療を行ってもその医療効

果が期待できなくなったとき。医学上の治ゆとは異なります。

「再発」

疾病が症状固定と認められた後に再び業務又は通勤上の傷病と相当因果関

係が認められ、症状固定の状態から見て明らかに症状が悪化していること、

かつ、療養を行えばその症状の改善が期待できると医学的に認められてい

ること。

６．通勤災害

通勤災害とは、労働者が通勤よって負傷、疾病、障害又は死亡することを言います。

通勤災害か否かの判断は難しいため、労災保険制度によって、以下のように通勤の

定義、逸脱・中断について定められています。

「中小事業主等」の特別加入者の通勤災害については、一般の労働者の場合と同様

に取り扱われますが、「特定農作業従事者」「指定農業機械作業従事者」等の特別加

入者については、住居と就業の場所との間の往復の実態が明確でないこと等から、通

勤災害の保護の対象となっていません。

（１）通勤の定義

通勤とは、労働者が就業に関し、住居と就業の場所との間を合理的な経路及び方法

により往復することをいい、業務の性質を有するものを除くとされています。

（２）逸脱・中断

通勤の途中に合理的な経路を逸れることを「逸脱」といい、通勤経路上で通勤とは

関係ない行為をすることを「中断」と定義しています。

この逸脱・中断した場合は、行為をした時からその後ずっと通勤とはみなされませ

んが、日常生活上必要な行為であって、以下の厚生労働省令で定めるものをやむを得

ない事由として行うための最小限度のものである場合は、逸脱又は中断の間を除き通

勤とみなされます。つまり、行為中は通勤とみなされませんが、行為後、順路に復帰

した時から通勤とみなされることになります。

◎日常生活上必要な行為であって厚生労働省令で定めるもの

（参考）
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・日用品の購入その他これに準ずる行為

・職業能力開発促進法に規定する公共職業能力開発施設において行われる

職業訓練（職業能力開発総合大学校において行われるものを含む）

・学校教育法第１条に規定する学校において行われる教育その他これらに準

ずる教育訓練であって、職業能力の開発向上に資するものを受ける行為

・選挙権の行使その他これに準ずる行為

・病院又は診療所における診察、治療その他これに準ずる行為

・要介護状態にある配偶者、子、父母、配偶者の父母並びに同居し、かつ、

扶養している孫、祖父母及び兄弟姉妹の介護（継続して行われるものに限

る）

◎以下のような「ささいな行為」については逸脱･中断とはみなされず、行為中も

含めて通勤となります。

・経路上の近くにある公衆便所の使用

・経路の近くにある公園での短休息

・経路上の店でのたばこ・雑誌等の購入

・駅構内でのジュースの立ち飲み

（３）通勤災害とならない例

被った災害が業務の性質を有するものは、通勤災害ではなく、業務災害となります。

・事業主の提供する専用交通機関（マイクロバス等）を利用している通勤

・突発事故等による緊急用務のため、休日又は休暇中に呼び出しを受け緊急

出勤する場合

７．給付基礎日額の算定

労災保険の保険給付には、現物給付と現金給付があります。現金給付には休業補償

給付、傷病補償年金、障害補償年金、遺族補償年金等がありますが、これらの額の算

定の基礎となる額が給付基礎日額（労働基準法１２条でいう平均賃金に相当する額）で、

次の算式で求めることができます。

算定事由発生日以前３ヶ月間の支払われた賃金の総額／総日数＝給付基礎日額

給付基礎日額には、最低保障額(自動変更対象額)が定められており、毎月勤労集計

の平均給与額の変化に応じ、厚生労働大臣が変更することになっています。

上記の計算式で算出した額が最低保障額以下であれば、最低保障額まで引き上げら

れることになります。

この給付基礎日額を基礎として、休業給付基礎日額、年金給付基礎日額が決定され
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ます。

（１）休業給付基礎日額

休業給付基礎日額とは、休業（補償）給付の額の算定の基礎として用いる給付基礎

日額で、平均賃金相当額です。

なお、例外として長期療養者（療養開始後１年６箇月を経過してまだ傷病が治ゆし

ない者）は、休業（補償）給付等を支給すべき事由が生じた日が、療養を開始した日

から起算して１年６箇月を経過した日以後の日の場合は、年齢階層別の最低・最高限

度額が適用されます。この限度額は、毎年、前年の賃金構造基本統計の調査結果に基

づき定められ、その年の８月１日から翌年の７月３１日まで適用されます。

◎年齢階層別の最低・最高限度額

休業給付基礎日額が、年齢階層ごとの最低限度額に満たない場合は、年齢

階層の最低限度額を、又年齢階層ごとの最高限度額を超える場合は、年齢階

層の最高限度額を休業給付基礎日額とします。

（２）年金給付基礎日額

年金給付とは、障害（補償）年金、遺族（補償）年金、傷病（補償）年金をいい、年金給

付基礎日額は、年金たる保険給付の額の算定の基礎として用いる給付基礎日額です。

原則は

① 算定事由発生日の翌々年度の７月以前の分は、給付基礎日額（平均賃金相当額）

が年金給付基礎日額になります。

② 算定事由発生日の翌々年度の８月以降の分は、給付基礎日額（平均賃金相当額）

にスライド率（支給すべき月の属する年度の前年度（４月から７月までの月分に

ついては前々年度）の平均給与額を、算定事由発生日の属する年度の平均給与額

で除して得た率を基準として厚生労働大臣が定める率）を掛けたものが年金給付

基礎日額になります。

例外として

年金給付基礎日額が、基準日（８月１日）における年齢階層ごとの最低限度額に満

たない場合は、年齢階層の最低限度額を、又年齢階層ごとの最高限度額を超える場

合は、年齢階層の最高限度額を年金給付基礎日額とします。

（３）一時金の給付基礎日額

一時金の給付基礎日額とは、障害（補償）一時金、遺族（補償）一時金等一時金の算定

の基礎として用いる給付基礎日額で、原則として年金給付基礎日額と同額です。

なお、一時金の給付基礎日額は、年齢階層ごとの最低限度額、最高限度額の適用は

ありません。
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第２ 労災保険の特別加入制度について
労災保険は、労働者が業務災害又は通勤災害によって被災した場合に保険給付を行

うことを主たる目的としています。従って、一般企業の経営者等の事業主は加入でき

ませんが、個人農家のように、その業務の性質上、労働者同様に保護する必要のある

事業もあることから、労働者でないが労働者に準ずる者に対して、条件を満たせば労

災保険に任意加入を認め、労働災害について保護を図ることを目的として創設された

制度が特別加入制度です。

なお、農業分野における特別加入者の通勤災害については、「中小事業主等」の特

別加入者は、一般の労働者の場合と同様に取り扱われますが、「特定農作業従事者」

「指定農業機械作業従事者」等の特別加入者については、住居と就業の場所との間の

往復の実態が明確でないこと等から、通勤災害の保護の対象外となっています。

１．特別加入者の種別

特別加入者は次の３種類に分類されます。

（１）第１種特別加入者(中小事業主及びその事業に従事する者)

（２）第２種特別加入者(一人親方･自営業者及びその事業に従事する者、特定作業従事者)

（３）第３種特別加入者(海外派遣者)

２．特別加入者の給付基礎日額

厚生労働大臣が定めた3,500円～25,000円の１６階級の中から、特別加入する者の希

望する額に基づいて、都道府県労働局長が決定します。事業主である特別加入者は実

際には賃金がないので、収入によって判断することになります。

３，５００円 ４，０００円 ５，０００円 ６，０００円

７，０００円 ８，０００円 ９，０００円 １０，０００円

１２，０００円 １４，０００円 １６，０００円 １８，０００円

２０，０００円 ２２，０００円 ２４，０００円 ２５，０００円

３．特別加入者の保険給付

労働者と同様の保険給付を受けられ、社会復帰促進等事業も利用できます。ただし、

二次健康診断等給付とボーナス特別支給金は支給されません。

また、特別加入者には賃金がないため、休業(補償)給付に賃金喪失要件を問いませ

ん。

４．特別加入者の保険給付に対する支給制限

次の(1)、(2)の場合、政府は保険給付の全部又は一部を行わないことができます。

（１）中小事業主の故意又は重大な過失によって生じた事故である場合

（２）特別加入保険料が滞納されている期間中に生じた事故である場合

給付

基礎

日額
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５．特定業務従事者の健康診断等

中小事業主等及び一人親方等が特別加入する場合において、次の特定業務に従事し

ているときは、特別加入申請書に業務歴を記載しなければいけません。

また、次の特定業務ごとに定められた年数を超えてこれらの業務に従事している者

は、健康診断の結果を証明する書類を提出しなければなりません。

－ 特定業務の種類及び年数 －

特別加入前に通算して

･粉じん作業を行う業務(３年)

･身体に振動を与える業務(１年)

･鉛業務(６ヵ月)

･有機溶剤業務(６ヵ月)

６．中小事業主等の特別加入

労災保険に特別加入できる中小事業主等（事業主及びその事業に従事する者）であ

って労働者以外のものは、次の（１）の事業の規模要件を満たすとともに、労働保険事

務を労働保険事務組合に委託しなければなりません。この中小事業主等の特別加入者

のことを第１種特別加入者といいます。

（１）特別加入できる中小事業の規模

① 常時５０人以下の労働者を使用する金融業、保険業、不動産業、小売業

② 常時１００人以下の労働者を使用する卸売業、サービス業

③ 常時３００人以下の労働者を使用する上記以外の事業

（２）中小事業主等の特別加入の手続き

中小事業主等が労災保険に特別加入するには、次の条件を満たさなければなりま

せん。

① その事業所で働くすべての人が労災保険に加入する状態になること

② 労働保険事務の処理を労働保険事務組合に委託していること

③ 特定業務に従事している場合は、業務歴の記載や健康診断が必要である

④ 特別加入申請書を所轄労働基準監督署長を経由して所轄都道府県労働局長に提出

し、政府の承認を得ること

７．―人親方等の特別加入

労災保険に特別加入できる一人親方等は、次の業種の事業を行う一人親方その他の

自営業者及びその従事者と特定作業従事者です。この一人親方等の特別加入者のこと

を第２種特別加入者といいます。

（１）一人親方等の業種

① 一人親方その他自営業者
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・自動車を使用して行う旅客または貨物の運送の事業（個人タクシー業者や個人貨

物運送業者など）

・土木、建築その他の工作物の建設、改造、保存、原状回復、修理、変更、破壊も

しくは、解体またはその準備の事業（大工、左官、とび職人など）

・漁船による水産動植物の採補の事業（船員法第１条に規定する船員が行う事業を除く）

・林業の事業

・医薬品の配置販売

・再生利用の目的となる廃棄物などの収集、運搬、選別、解体などの事業

・船員法第１条に規定する船員が行う事業

② 特定作業従事者の業種

・特定農作業従事者

・指定農業機械作業従事者

・国または地方公共団体が実施する訓練従事者

・家内労働者およびその補助者

・労働組合等の常勤役員

・介護作業従事者職場適用訓練従事者

（２）一人親方等の特別加入の手続き

一人親方等が労災保険に特別加入するには、次の条件を満たす必要があります。

① その事業の一人親方等及び特定作業従事者のすべてが特別加入すること

② 一人親方等及び特定作業従事者が加入している団体を通じて特別加入すること

③ 特定業務に従事している場合は、業務歴の記載や健康診断が必要であること

④ 特別加入申請書を、所轄労働基準監督署長を経由して所轄都道府県労働局長に提

出し、政府の承認を得ること

（３）一人親方等の通勤災害について

一人親方等の内、次の者は住居と就業の場所との間が明確でないため、通勤災害に

関する保険給付は行われません。

通勤災害に関する保険給付を受けられない一人親方等

・自動車を使用して行う旅客又は貨物の運送の事業

に従事する者

・漁船による水産動植物の採補の事業（船員法第１

条に規定する背人が行う事業を除く）

・特定農作業従事者、指定農業機械作業従事者

・家内労働者及びその補助者
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（４）特別加入者の脱退

労災保険の特別加入者は、以下の理由により特別加入の地位を失います。

① 自らの意思で特別加入を脱退する場合

特別加入している事業主又は団体は、その構成員すべてを包括して脱退すること

ができます。実際には、特別加入変更届及び特別加入脱退申請書を所轄労働基準監

督署を経由して都道府県労働局長に提出し、政府の承認を受ける必要があります。

② 自動的に消滅する場合

◎共通事項

・特別加入者の要件に該当しなくなったとき

・労災保険を始めとする関係法令に違反したとき

◎中小事業主等(第１種特別加入者)

・その事業所で働く労働者の労災保険関係が消滅したとき

・労働保険事務の処理を労働保険事務組合に委託しなくなったとき

◎一人親方等(第２種特別加入者)

・特別加入に係る団体の構成員でなくなったとき

・特別加入に係る団体が解散したとき

・一人親方等がその事業に従事しなくなったとき

第３ 労災保険給付について
労災保険の保険給付は、労働災害により損失を受けた労働者の稼得能力の回復又は

補てんと若干の費用弁済を目的とします。このため、精神的損害（慰謝料）や物的損

害は給付の対象外です。また、労働福祉事業の一つとして特別支給金の支給がありま

すが、この特別支給金は保険給付とは異なるものです。

業務災害に関する保険給付（傷病補償年金及び介護補償給付を除く）は、労働基準

法第７５条、第７６条、第７７条、第７９条及び第８０条に規定する災害補償の事由が生じた

場合に、補償を受けるべき労働者若しくは遺族又は葬祭を行う者に対し、その請求に

基づいて行います。ただし、傷病補償年金は受給権者の請求をまつことなく保険者（政

府）が職権で決定します。

・労働基準法第７５条：療養補償

・労働基準法第７６条：休業補償

・労働基準法第７７条：障害補償

・労働基準法第７９条：遺族補償

・労働基準法第８０条：葬祭料

また、業務災害が発生した場合、大まかに区分すると次のような給付が行われます。

① 業務上の傷病により療養を開始した→療養補償給付、休業補償給付

② 傷病が治ゆしない→傷病補償年金（１年６箇月経過後）、介護補償給付、休業補
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償給付

③ 傷病が治ゆしたが障害が残った→障害補償給付（障害補償年金、障害補償一時金、

介護補償給付等）

④ 傷病により死亡した→遺族補償給付（遺族補償年金、遺族補償一時金等）

１．療養補償給付

療養補償給付は、労働基準法に規定する災害補償の事由が生じた場合（業務上の負

傷、又は疾病にかかった場合）に、補償を受けるべき労働者に対し支給される保険給

付です。なお、通勤災害の場合は療養給付と言います。

療養補償給付は原則、現物給付である療養の給付が基本で、労災病院又は指定病院

等（都道府県労働局長の指定する病院若しくは診療所、薬局、訪問看護事業者）にお

いて無料で行われる治療です。

また、例外として、療養の給付をすることが困難な場合又は療養の給付を受けない

ことについて労働者に相当の理由がある場合（近くに労災病院や指定病院等がない場

合）には療養の費用として現金給付が行われます。

労災病院、指定病院等以外の医療機関において治療を受け、実際に支弁した療養費

が支給されますが、療養の給付か療養の費用の支給を選択することができるものでは

ありません。

（１）療養補償給付の範囲

以下のうち、政府が必要と認めるものに対して、傷病が治癒するか死亡するまで療

養の給付が行われます。

① 診察

② 薬剤又は治療材料の支給

③ 処置、手術その他の治療

④ 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護

⑤ 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護

⑥ 移送

(２)給付期間

療養の必要の存する全期間（傷病が治ゆするか、死亡するまで）給付されます。

（３）療養補償給付の支給手続き

療養の給付を受ける場合は、「療養補償給付たる療養の給付請求書」を指定病院等

を経由して、所轄労働基準監督署長に提出します。療養の費用の支給を受ける場合は、

「療養補償給付たる療養の費用請求書」を事業主及び担当医の証明を受け、直接、所

轄労働基準監督署へ提出します。

なお、指定病院等とは、労災病院及び都道府県労働局長の指定する病院・診療所薬

局・訪問看護事業者のことです。

① リハビリテーションは、指定された施設で医師の指導のもとで有資格者が行うも
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のについてのみ療養補償給付の対象として認められます。

② 柔道整復師の骨折、脱きゅうの施術は、医師の同意がなくては療養補償給付の対

象となりません。（応急手当の場合を除きます）

③ 温泉療養は、病院等の付属施設で医師の直接指導のもとに行うもの（治ゆ前の温

泉療養）に限り療養補償給付の対象として認められます。

④ 傷病が治ゆした後に、医師が必要と認め直接指導のもとに行う温泉療法は、療養

補償給付の対象とはなりません。

２．休業補償給付

休業補償給付は、労働者が業務上の負傷・疾病により療養を要し、その療養のため

労働することができず、賃金を受けることができないときに支給される保険給付です。

なお、通勤災害の場合は休業給付と言います。

（１）休業補償給付の支給額

休業補償給付は、１日につき給付基礎日額の１００分の６０に相当する額が支給され

ます。ただし、一部労働して賃金を受けた場合は、給付基礎日額から支払われる賃金

を引いた額(控除して得た額が最高限度額を超えるならば、最高限度額に相当する額)

の１００分の６０に相当する額となります。

また、休業補償給付の受給権者は、労働福祉事業から休業特別支給金として、休

業給付基礎日額の１００分の２０に相当する額を受けることができます。この両者を

併せると、実質的に休業給付基礎日額の１００分の８０に相当する額が支給されます。

（２）休業補償給付の支給期間

休業補償給付は、休業を開始した日の４日目から療養のため休業する期間支給され

ます。この場合、療養開始日から３日間は待機期間といい、休業補償給付を受けるこ

とはできません。ただし、この待機期間は労働基準法第７６条の規定により、事業主

が雇用労働者の休業補償の責任を負うことになります。

（３）休業補償給付の支給制限

監獄、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されている場合、少年院その他これ

らに準ずる施設・婦人補導院に収容されている場合については、休業補償給付は支給

されません。

（４）受給手続き

「休業補償給付支給申請書」を所轄労働基準監督署長に提出します。なお、療養期

間が長期化して１年６か月以上となり、かつ障害の程度が傷病等級に該当する場合は

傷病補償年金が支給されます。（休業補償給付は支給されません）

傷病補償年金を支給された後に傷病等級に該当しなくなった場合の休業日には再び

休業補償給付が支給されます。

また、１年６箇月経過後に傷病等級に該当しないときは引き続き休業補償給付を支
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給します。

① 日々雇い入れられる者に対しても休業補償給付は支給されます。

② 患部の治ゆ後、義肢の装着のため整形外科療養所に入所期間中の休業に対しては、

休業補償給付は支給されません。

③ １日のうち一部が労働不能であって、その労働不能の時間について全く賃金を受

けない日は、休業する日として扱われます。

④ 所定労働時間内に負傷し休業した日は休業日に算入されます。残業時間中の負傷

である場合は休業日数に算入されません。（待機期間は翌日から起算されます）

３．傷病補償年金

傷病補償年金は、労働者が業務上の負傷･疾病により療養し、療養開始後１年６ケ

月経過した日又は同日後において、傷病が治っておらず厚生労働省令で定める負傷又

は疾病による障害の程度が、傷病等級１級から３級に該当する場合に支給される保険

給付です。なお、通勤災害の場合は傷病年金と言います。

（１）傷病補償年金の額

傷病補償年金の額は、傷病等級により次の額が支給されます。なお、傷病補償年金

と休業補償給付は併給しません。

① 傷病等級第１級（常時介護を要する状態等） →給付基礎日額の３１３日分

② 傷病等級第２級（随時看護を要する状態等） →給付基礎日額の２７７日分

③ 傷病等級第３級（常態として労働不能な状態等） →級給付基礎日額の２４５日分

なお、傷病補償年金の受給権者には、特別支給金である傷病特別支給金も支給され

ます。

（２）支給期間

支給事由の存する全期間支給されます。（支給事由の発生した月の翌月の初日から、

支給事由の消滅した月の末日まで）

（３）傷病補償年金の支給手続き

所轄労働基準監督署長が職権により支給を決定するもので、労働者が請求する必要

はありません。療養開始後１年６か月を経過した日に傷病が治っていない場合、１か

月以内に、所定事項を記載した「傷病の状態等に関する届書」を労働者に提出させ、

これを基に所轄労働基準監督署長が支給の決定をします。

（４）労働基準法との関係

① 解雇制限

業務上の傷病のための療養による休業期間及びその後３０日間は解雇制限期間で

すが、次の場合は解雇制限が解除されます。

◎打切補償を支払う場合

1)療養開始後３年を経過しても治っていない場合に、平均賃金の１,２００日分を支
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払うとき

2)天災事変その他やむを得ない事由のため事業の継続が不可能になった場合（所

轄労働基準監督署長の認定が必要）

② 傷病補償年金の支給

療養開始後３年を経過した日に傷病補償年金を受けている場合、又は療養開始後

３年を経過した日後に傷病補償年金を受けることとなった場合、使用者が打切補償

を支払ったとみなし解雇制限が解除されます。つまり、療養開始後３年と傷病補償

年金の受給で当該労働者を解雇することが可能となります。

（５）その他

① 傷病補償年金は、労働基準法の災害補償に対応しない、労災保険法独自の保険給

付です。

② 傷病補償年金は、請求行為を伴わないので時効はありません。

③ 労働福祉事業より支給される傷病特別支給金、傷病特別年金は、支給申請が必要

です。

４．障害補償年金

障害補償年金は、労働者が業務上負傷し又は疾病にかかり治ったときに、身体に障

害等級第１級から第７級の障害が存する場合に支給されます。

－ 障害等級の例 －

１ 障害等級第１級

・両眼が失明したもの

・そしゃく及び言語の機能を廃したもの

・神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要するもの

・胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要するもの

・両上肢をひじ関節以上で失ったもの

・両上肢の用を全廃したのも等

２ 障害等級第７級

・一眼が失明し、他眼の視力が０．６以下になったもの

・両耳の聴力が４０ｃｍ以上の距離では普通の話声を解することができない

程度になったもの

・軽易な労務以外の労務に服することができないもの

・一手の母指及び示指を失ったもの又は母指若しくは示指を含み３以上の

手指を失ったもの

・女性の外貌に著しい醜状を残すもの等

（１）傷害補償給付の額
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障害補償給付の額は、労働者災害補償保険法施行規則別表１定める障害等級の区分

により、以下の額が支給されますが、障害等級表に当てはまらない障害については、

障害等級表にある障害に準じて障害等級を決定することになっています。

なお、障害等級が第１級から第７級までのときは障害補償年金を支給し、障害等級

が第８級から第14級のときは障害補償一時金（一回のみ支給）が支給されます。

障害補償年金(年金として年６回に分けて支給)

給付基礎日額の

障害等級第１級 ３１３日分

障害等級第２級 ２７７日分

障害等級第３級 ２４５日分

障害等級第４級 ２１３日分

障害等級第５級 １８４日分

障害等級第６級 １５６日分

障害等級第７級 １３１日分

障害補償一時金(一時金として１回のみ支給)

給付基礎日額の

障害等級第８級 ５０３日分

障害等級第９級 ３９１日分

障害等級第10級 ３０２日分

障害等級第11級 ２２３日分

障害等級第12級 １５６日分

障害等級第13級 １０１日分

障害等級第14級 ５６日分

なお、障害補償給付の受給権者には、特別支給金である障害特別支給金も支給さ

れます。

（２）障害等級の併合・繰上げ

同一の事故により２つ以上の身体障害が残った場合は、障害等級の併合又は繰上げ

が行われます。

① 併合

一方の障害等級が第14級の場合、重い方の障害等級になります。つまり障害等級

第13級となります。

② 繰上げ

以下の場合、重い方の障害等級が繰上げられます。

・第13級以上の障害が２つ以上(重い方の障害等級を１級繰上げる)

・第８級以上の障害が２つ以上(重い方の障害等級を２級繰上げる)

・第５級以上の障害が２つ以上(重い方の障害等級を３級繰上げる)

③ 併合・繰上げの給付額の例外
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障害が第９級と第１３級の場合は、障害等級は１級繰り上げますので８級となり

ますが、給付基礎日額の503日分ではなく、第９級の391日分と第13級の101日分の

合算額である492日分が支給されます。その他の組み合わせでは、繰り上げた等級

の金額より合算額の方が多いため、繰り上げた等級に対応する金額（少ない方の金

額）となります。

（３）加重傷害

すでに身体障害（業務上･外を問わない）のあった労働者が、新たな業務災害によ

って同一部位の障害の程度を重<した場合、以下のように取り扱います。

① 加重前･後の障害がともに７級以上の場合

支給額＝加重後の障害補償年金額－加重前の障害補償年金額

加重前の障害が業務災害の場合、その障害補償年金はそのまま支給され、新たに

上記式で求められる額が支給されます。

② 加重前･後の障害ともに８級以上の場合

支給額＝加重後の障害補償一時金額－加重前の障害補償一時金額

８級以下は一時金なので、上記式のように差額が支給されます。

③ 加重前は８級以下（一時金）、加重後は７級以上（年金）の場合

支給額＝加重後の障害補償年金額－加重前の障害補償一時金額×1／２５

加重後の年金額から、すでに受けている一時金の２５分の１を差し引いた額が、

障害補償年金額となります。

（４）障害補償年金の変更

業務上の負傷又は疾病により障害補償年金を受給している労働者の障害の程度が自

然的経過により増進し、又は軽減したために、新たに他の障害等級に該当するに至っ

た場合には、新たな障害等級に応ずる障害補償年金又は障害補償一時金が支給されま

す。変更されるのは障害補償年金(第１級～第７級)の場合のみです。障害補償一時金

(第８級～第14級)の場合は、自然的経過又は再発により障害の程度を大きくしても、

新たな障害補償給付は行われません。

（５）障害補償年金前払一時金

障害補償年金の支給を受ける際に、まとまったお金が必要な場合は、障害補償年金

前払一時金として、以下の額の支給を受けることが可能です。なお、通勤災害の場合

は障害年金前払一時金と言います。請求できるのは１回のみで、障害補償年金の請求

と同時に行わなければいけません。だだし、障害補償年金の支給決定の通知があった

日の翌日から起算して１年を経過する日までの間は、障害補償年金の請求の後でも良

いことになっています。

障害補償年金前払一時金の支給を受けた場合、本来支給されるべき額の合計が前払

一時金の額に達するまで支給停止されます。

また、障害補償年金前払一時金が支給され障害補償年金が支給停止されている間は、

次の年金等は支給されません。
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・２０歳前の傷病による障害基礎年金

・旧国民年金法の規定による老齢福祉年金等

・児童扶養手当等

（６）障害補償年金前払一時金の支給額

障害補償年金前払一時金の額は、それぞれの障害等級に応じた最高限度額内で、受

給権者が選択する額となります。最高限度額は障害等級ごとに異なりますが、２００日

きざみになっています。

給付基礎日額の

第１級 200日分、400日分、600日分、800日分、1000日分、1200日分、1340日分

第２級 200日分、400日分、600日分、800日分、1000日分、1190日分

第３級 200日分、400日分、600日分、800日分、1000日分、1050日分

第４級 200日分、400日分、600日分、800日分、920日分

第５級 200日分、400日分、600日分、790日分

第６級 200日分、400日分、600日分、670日分

第７級 200日分、400日分、560日分

（７）障害補償年金差額一時金

障害補償年金の受給権者が死亡した場合に、すでに支給された障害補償年金と障害

補償年金前払一時金の合計額が、障害等級によって定められた一定額（障害補償年金

前払一時金の限度額と同額）に満たないときにその遺族に対して、遺族からの請求に

よってその差額に相当する額の一時金が支給されます。なお、通勤災害の場合は、障

害年金差額一時金と言います。

① 障害補償年金差額一時金の支給額

障害補償年金差額一時金の額は、障害等級に応じた限度額(障害補償年金前払

一時金の限度額と同じ)から、すでに支給を受けた障害補償年金及び障害補償年

金前払一時金の額を引いた額となります。

障害補償年金差額一時金の支給限度額－受給済みの障害補償年金･前払一時金

② 障害補償年金差額一時金の支給限度額

給付基礎日額の

第１級 1340日分

第２級 1190日分

第３級 1050日分

第４級 920日分
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第５級 790日分

第６級 670日分

第７級 560日分

なお、障害補償年金差額一時金の受給権者には、ボーナス特別支給金てある障害

特別年金差額一時金も支給されます。

③ 障害補償年金差額一時金の受給権者

障害補償年金差額一時金の支給を受けることができるのは、以下の順番であり、

一番上位の遺族が受給権者となります。例えば、死亡当時その者と生計を同じくし

ていた配偶者と子がいる場合、配偶者のみが受給権者となります。

受給権者が複数いる場合(子が受給権者の場合等)は、そのすべての人が受給権者

となりますが、請求･受領は代表者１名が行い、その後、受給権者数で除して分配

することになります。ただし、労働者を故意に死亡させたり、障害補償年金の受給

権者を故意に死亡させた者は、 障害補償年金差額一時金を受給できなくなります。

◎労働者の死亡の当時その者と生計を同じくしていた

順位 1 配偶者

順位 2 子

順位 3 父母

順位 4 孫

順位 5 祖父母

順位 6 兄弟姉妹

◎労働者の死亡の当時その者と生計を同じくしていなかった

順位 1 配偶者

順位 2 子

順位 3 父母

順位 4 孫

順位 5 祖父母

順位 6 兄弟姉妹

５．介護補償給付

介護補償給付は、次の要件をすべて満たしている場合に、その者の請求によって支

給されます。

① 障害年金、障害補償年金、傷病年金、傷病補償年金を受けることができる労働者。

② その障害が、厚生労働省令で定める障害(傷害等級、傷病等級が第１級のすべて

と、第２級のうち精神精神障害及び胸腹部臓器障害)である
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③ 常時又は随時介護を要する状態にあり、かつ、常時又は随時介護を受けている期

間。ただし、上記条件を満たしても、次の期間は支給されません。

・身体障害者福祉法に規定する身体障害者療護施設に入所している期間

・病院又は診療所に入院している期間(介護老人保健施設を含む)

・厚生労働大臣が定める施設（老人保健施設、特別養護老人ホーム、原子爆

弾被爆者特別養護ホーム）に入所している期間

なお、通勤災害の場合は、介護給付と言います。

（１）介護補償給付の支給額

原則、月を単位とし常時介護・随時介護ごとに設定された最高限度額内で、実際に

介護に要した額が支給されます。ただし、親族等による介護を受けた場合は、最低保

障額が適用されます。

① その月に介護費用を支出して、親族等による介護を受けていない場合

最高限度額内で、実際に負担した介護費用の額が支給されます。

② その月に介護費用を支出して、親族等による介護を受けた場合

実際に負担した額が最低保障額未満でも、最低保障額は支給されます。なお、介

護を受け始めた月については、実際に負担した額が支給されます。

③ その月に介護費用を支出せず、親族等による介護を受けた場合

実際に負担した額が最低保障額未満でも、最低保障額は支給されます。なお、介

護を受け始めた月については支給されず、翌月からの支給となります。

（２）介護補償給付の支給手続き

介護補償給付を受けようとする者は、受けることができる年金に応じ、それぞれ以

下の時期に請求しなければなりません。

① 障害補償年金の受給権を有する場合

障害補償年金の請求と同時又は請求をした後に、介護補償給付の請求をしなけれ

ばなりません。

② 傷病補償年金の受給権を有する場合

傷病補償年金の支給決定を受けた後に請求しなければなりません。なお、所轄労

働基準監督署長に提出する請求書には、労働者の氏名･生年月日･住所や介護を受け

た場所等の記載が必要なほか、医師又は歯科医師の診断書等の必要書類の添付も必

要です。

そして、その障害が介護を要するか否か判断するため、受給後も定期報告書の提

出が必要となります。その場合、「当該障害を有することに伴う日常生活の状態」

に関する医師等の診断書を添付して行います。

６．遺族補償年金
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遺族補償年金の受給権者になれるのは、労働者の死亡の当時、その収入によって生

計を維持していた労働者の配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹です。

ただし、妻以外の者は、以下の条件を満たさなければ支給されません。なお、通勤

災害の場合は、遺族年金と言います。

（１）遺族補償年金の受給資格条件及び順位

1 妻

2 60歳以上又は一定の障害の状態にある夫

3 18歳の年度末までの間又は一定の障害の状態にある子

4 60歳以上又は一定の障害の状態にある父母

5 18歳の年度末までの間又は一定の障害の状態にある孫

6 60歳以上又は一定の障害の状態にある祖父母

7 60歳以上、18歳の年度末までの間又は一定の障害の状態にある兄弟姉妹

8 55歳以上60歳未満の夫

9 55歳以上60歳未満の父母

10 55歳以上60歳未満の祖父母

11 55歳以上60歳未満の兄弟姉妹

配偶者には、婚姻届を提出していない事実上婚姻関係にある者を含みます。そして、

労働者の死亡の当時に胎児であった者は、将来に向かってその収入によって生計を維

持していた子とみなされますので、出生したときに受給資格が発生するのであって、

労働者の死亡の時に遡って発生するものではありません。

受給順位は、その最上位者のみが受給権者となり、配偶者以外の場合、複数人にな

ることもあります。なお、８～１１の者については、受給権者となっても、６０歳に達

する月まで支給が停止されます。

遺族補償年金は①から⑪の受給資格者のうち、再先順位者のみが受給賢者となりま

すが、受給権者が失権した場合、次順位者が遺族補償年金の受給権者となれます。

労災保険では、これを転給といい受給資格者の全員が失権するまで、遺族補償年金

が支給されることになります。

※「内縁の妻」について

届け出による婚姻関係にある戸籍上の配偶者と事実上の婚姻関係にある内縁の配偶者

がいる重婚的内縁関係の場合は、前者の婚姻関係がその実態を失って形骸化し、かつ、

その状態が固定化して近い将来解消される見込みが無い場合は後者が配偶者とされま

すが、それ以外の場合は前者が配偶者とされます。

（２）遺族補償年金の額

遺族補償年金の額は、受給権者及び受給権者と生計を同じくしている受給資格者（55歳
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以上６０歳未満の夫、父母、祖父母、兄弟姉妹で傷害の状態にない者は６０歳になるまで含

めない)の数によって支給日数が決まります。

なお、受給資格者とは遺族補償年金の支給を受けることができる条件を満たしてい

る者のことで、受給権者とは今現在その最上位にいる者(実際に遺族補償年金を受給

する者)のことです。受給権者が複数いるときは、その人数で除して得た額が、それ

ぞれの受給額となります。

給付基礎日額の

遺族1人 153日分(55歳以上の妻又は一定の障害の状態にある妻の場合175日分)

遺族2人 201日分

遺族3人 223日分

遺族4人 245日分

なお、遺族補償年金の受給権者には、特別支給金である遺族特別支給金も支給され

ます。

(３)遺族補償年金の額の改定

遺族補償年金の額は、算定事由となる遺族の数が増減した時に、その月の翌月から

年金額が改定されます。

（４）遺族補償年金の失権

次のいずれかに該当した場合、遺族補償年金の失権（受給権の消滅）・失格（受給

資格の消滅）します。受給権と受給資格を一度失うと、再び受給権者･受給資格者に

はなれません。

① 死亡したとき

② 婚姻(内縁関係を含む)したとき

③ 直系血族又は直系姻族以外の者の養子(事実上の養子縁組関係を含む)となったと

き

④ 離縁によって死亡労働者との親族関係が終了したとき

⑤ 労働者の死亡の当時から一定の障害の状態にない子、孫、兄弟姉妹が、18歳に達

した日以後の最初の3月31日が終了したとき

⑥ 一定の障害の状態がなくなったとき(ただし、年齢要件に該当している場合は失

権しない)

（５）遺族補償年金の支給停止

遺族補償年金の受給権者の所在が、１年以上明らかでない場合、同順位者(いない

場合は次順位者)の申請によって、その所在が明らかでない間、支給停止されます。

その場合、同順位者(次順位者)を次順位者とします。なお、支給を停止された遺族

は、いつでも、その所在を明らかにして支給停止の解除を申請できます。



- 44 -

（６）遺族補償年金の受給資格の欠格

次の者は、遺族補償年金の受給権者･受給資格者ではなくなり、遺族補償年金の支

給を受けることができなくなります。

①労働者を故意に死亡させた者

②先順位又は同順位の遺族を故意に死亡させた者

（７）遺族補償年金前払一時金

遺族補償年金の支給を受ける際に、まとまったお金が必要な場合は、遺族補償年金

前払一時金として、給付基礎日額の１０００日分を上限に一時金の支給を受けることが

可能です。なお、通勤災害の場合は、遺族年金前払一時金と言います。

請求は、遺族補償年金の請求と当時に行わなければなりません。ただし、遺族補償

年金の支給決定通知があった日の翌日から起算して１年を経過する日までの間であれ

ば、遺族補償年金の請求後でも請求できることとされています。

遺族補償年金は、転給によりすべての受給資格者が失権するまで支給されますが、

先順位者が遺族補償年金前払い一時金を受給した後に失権した場合は、次順位者が転

給によって受給権者となっても、遺族補償年金前払一時金を請求できません。

また、５５歳以上６０歳未満の夫、父母、祖父母、兄弟姉妹は、６０歳に達するまでは

遺族補償年金は支給されませんが、条件を満たせば遺族補償年金前払一時金は支給さ

れるという違いがあります。

◎遺族補償年金前払一時金の額

給付基礎日額の200日分、400日分、600日分、800日分、1000日分のうち、受給権

者が選択する額が支給されます。そして、遺族補償年金前払一時金の支給を受けた

場合、各月に支給されるべき年金額の合計が、当該前払一時金の額に達するまで、

遺族補償年金は支給停止されます。

（８）遺族補償一時金

遺族補償一時金は、労働者の死亡の当時、遺族補償年金の受給資格者がいない場合

に、給付基礎日額の１０００日分が支給されます。ただし、遺族補償年金の受給資格者

がすべて失権したときに、受給済みの遺族補償年金と遺族補償年金前払一時金の合計

額が給付基礎日額の１０００日分以下の場合、その差額が支給されます。なお、通勤災

害の場合は、遺族一時金と言います。

遺族補償一時金の受給権者には、特別支給金である遺族特別支給金(遺族補償年金

の受給権者がいない場合のみ)も支給されます。

遺族補償一時金の受給資格条件及び順位
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1 配偶者

2 労働者の死亡の当時その収入によって生計を維持していた子、父母、孫、祖母

3 労働者の死亡の当時その収入によって生計を維持していない子、父母、孫、祖父母

4 兄弟姉妹

遺族補償一時金は、すべての受給資格者が失権したときに支給される保険給付であ

り、労働者の死亡の当時の身分関係で判断します。したがって、受給資格者がいなく

なり、支給を受けた額が給付基礎日額の１０００日分以下の場合、再婚していても配偶

者に支給されます。また、一時金で支給されるため転給はありません。なお、遺族補

償年金の受給資格者又は受給資格者となるべき者を故意に死亡させた場合は、遺族補

償一時金の受給資格者になれません。

７．葬祭料

葬祭料は、業務災害により死亡した労働者の葬祭を行う者に対して、その請求に基

づき支給されます。したがって、通常、葬祭を行う遺族に対して葬祭料が支給されま

すが、遺族がいない場合で会社や友人が葬祭を行った場合、葬祭を行った会社や友人

に葬祭料が支給されます。なお、通勤災害の場合は、葬祭給付と言います。

◎葬祭料の額

315,000円＋給付基礎日額の30日分が支給されます。ただし、給付基礎日額の60

日分の最低保障があります。葬祭料の請求に際して、葬祭に要した費用の証明書は

必要ありません。それは、上記のように実際に要した費用が支給額に影響しないた

めです。

８．通勤災害の保険給付

通勤災害の保険給付は、以下の点で、業務災害の保険給付とは異なります。なお、

農業の場合、通勤災害の保護の対象となる特別加入者は、「中小事業主等」に限られ

ます。

・業務災害の給付名から補償が取り除かれている(例外:葬祭料は葬祭給付)

・療養給付に関して、一部負担金が徴収される

・待期期間の3日間について事業主の補償義務はない

・傷病年金を打切補償とみなさない

○ 一部負担金

通勤災害による療養給付を受ける場合、初回に、一部負担金として200円(健康保

険法第69条の7に規定する日雇特例被保険者は100円)が徴収されます。徴収は支

給される休業給付からの控除です。ただし、以下の者からは徴収されません。

○ 一部負担金が徴収されない者

・第三者行為災害により療養給付を受ける者

・療養開始後3日以内に死亡した者



- 46 -

・休業給付を受けない者

・同一の通勤災害による療養給付に対して、すでに一部負担金を納付した者

・特別加入者

第４ 労災保険給付の通則

１．基本権と支分権

労災保険の保険給付を受ける権利は、以下の２つから成り立っています。

（１）基本権

基本権とは、年金たる保険給付を受ける権利そのもののことです。通常、労働者や

その遺族の請求によって発生しますが、傷病補償年金については、所轄労働基準監督

署長が職権によって支給決定します。

（２）支分権

支分権とは、各支払期月ごとに発生する年金たる保険給付を受ける権利のことです。

年金は月単位で支給されるために、このような権利が存在するのです。なお、この

支分権は各支払期月ごとに自動的に発生するので、請求する必要はありません。

２．保険給付の支給期間

年金たる保険給付の支給は月単位で行われ、支給すべき事由が生じた月の翌月から

始まり、支給を受ける権利が消滅した月で終わります。実際には、２月、４月、６月、

８月、10月、12月に、それぞれ前月分までが支給されます。ただし、支給を受ける権

利が消滅した場合は、支払期月でない月であっても支給されます。つまり、年金たる

保険給付は、支給を受ける権利が消滅した月分まで支給されますので、年金たる保険

給付の受給権者が死亡した場合は、未支給年金が発生します。

なお、年金たる保険給付の支給を停止すべき事由が生じた場合、事由が生じた月の

翌月からその事由が消滅した月まで支給停止されます。

３．年金の内払

年金たる保険給付の支給停止事由が生じたにもかかわらず、引き続きその支払いが

行われた場合、支払われた年金たる保険給付は、その後に支払われるべき年金たる保

険給付の内払とみなすことができます。つまり、余分に支払われている分を支給再開

されたときの分とみなすことができます。これと同様に、年金たる保険給付を減額し

て改定すべき事由が生じたにもかかわらず、減額しないで支払われた場合も内払とみ

なすことができます。上記は、同一の保険給付についての内払でしたが、異なる保険

給付間での内払も認められています。

※ 内払処理
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給付間での内払いも認められていますが、内払い処理に係る充当処理はあくまでも災

保険の制度内で行われるものであり、厚生年金保険、国民年金、共済組合等他制との間

では行われることはありません。

同一の傷病に関して、受給者が従前からの保険給付の受給権を失い、新たな保険給

付の受給権を得たにもかかわらず、従前の保険給付が支払われた場合、これを新たな

保険給付の内払とみなすことができるることになります。ただし、以下の保険給付間

に限られます。

◎障害(補償)年金の受給権喪失後に支払われた保険給付

・休業(補償)給付

・傷病(補償)年金

・障害(補償)一時金

の内払とみなすことができます。

◎傷病(補償)年金の受給権喪失後に支払われた保険給付

・休業(補償)給付

・障害(補償)給付

の内払とみなすことができます。

◎休業(補償)給付の受給権喪失後に支払われた保険給付

・傷病(補償)年金

・障害(補償)給付

の内払とみなすことができます。

４．年金の過誤払

年金たる保険給付の受給権者が死亡したため、その受給権が消滅したにもかかわら

ず、死亡日の属する月の翌月以後の分としてその年金たる保険給付が誤って支払われ

た場合に、その過誤払い分を返還すべき者に受給権者の死亡に関する保険給付がある

ときは、その保険給付の支払金額を過誤払による返還金債権に充当することができま

す。

（１）傷病･障害･遺族補償年金の過誤払

年金たる保険給付の受給権者の死亡に関して新たに保険給付の受給権者となるもの

が生じる場合において、その者が過誤払による債務の弁済をしなければいけないとき、

次の１～３のように充当されます。

① 傷病(補償)年金が過誤払いされた場合

・遺族(補償)年金

・遺族(補償)一時金

・葬祭料(葬祭給付)
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を返還金債権の金額に充当する。

② 障害(補償)年金が過誤払いされた場合

・遺族(補償)年金

・遺族(補償)一時金

・葬祭料(葬祭給付)

・障害(補償)年金差額一時金

を返還金債権の金額に充当する。

③ 遺族(補償)年金が過誤払いされた場合

・遺族(補償)年金

・遺族(補償)一時金

・葬祭料(葬祭給付)

を返還金債権の金額に充当する。

(２）同順位者がいる遺族補償年金の過誤払

年金たる保険給付の受給権者が死亡し、当該年金たる保険給付について他の同順位

者の受給権者が、その死亡に伴う過誤払による債務の弁済をしなければならないとき。

これに該当するのは、遺族(補償)年金が過誤払されたときで、同順位者に支給される

遺族(補償)年金のみを返還金債権の金額に充当できます。

５．未支給の保険給付

保険給付を受ける権利を有する者が死亡した場合において、その死亡した者に支給

すべき保険給付で、まだ支給されていないものがあるときは、―定の遺族は自己の名

でその未支給の保険給付の支給を請求できます。なお、年金たる保険給付の受給権者

が死亡した場合は、必ず未支給の保険給付が発生します。

（１）未支給の保険給付の請求権者順位

未支給の保険給付の請求順位は以下の通りであり、最上位者のみが受給できます。

① 遺族(補償)

年金かそれ以外の保険給付かで順位は異なります。

② 遺族(補償)年金以外の保険給付

◎死亡した受給権者と生計を同じくしていた

1．配偶者

2．子

3．父母

4．孫

5．祖父母

6．兄弟姉妹



- 49 -

◎死亡した受給権者と生計を同じくしていなかった

7．死亡した受給権者の相続人

8．上記1～7(請求権者)の相続人

③ 遺族(補償)年金

1．同順位者

2．次順位者

3．死亡した受給権者の相続人

4．上記1～3(請求権者)の相続人

６．死亡の推定

船舶若しくは航空機に事故が起こった際に、現にそれらに乗っていた労働者又は船

舶若しくは航空機の航行中行方不明になった労働者の生死が３ケ月間わからない場合

又は、これら労働者の生死が３ケ月以内に明らかとなり、かつ、死亡の時期がわから

ない場合には、遺族(補償)給付、障害(補償)年金差額一時金、葬祭料(葬祭給付)の支

給に関する規定の適用については船舶又は航空機の事故が起こった日又は労働者が行

方不明となった日に、死亡したものと推定します。

この死亡の推定が適用されるのは、船舶と航空機での事故に限られ、また、未支給

の保険給付に対しては適用されません。そして、後日、労働者の生存が確認された場

合、受給済みの保険給付を返還しなければなりません。

７．保険給付の支給制限

以下の（１）～（３）に該当する場合、保険給付の支給が制限されることがあります。

（１）労働者が故意に負傷、疾病、障害若しくは死亡又はその直接の原因となった事故

を発生させた場合、保険給付は全く行われません。

（２）労働者が故意の犯罪行為又は重大な過失により、負傷、疾病、障害、死亡若しく

はこれらの原因となった事故を発生させた場合、休業(補償)給付、傷病(補償)年金、

障害(補償)給付を支給する度に、所定給付額の30％が減額されます。ただし、年金

については、療養開始後3年以内に支払われる分に限られます。

（３）労働者が正当な理由がなく、療養に関する指示に従わないことにより、負傷、疾

病、障害の程度を増進させ、若しくはその回復を妨げた場合、休業補償給付の10日

分又は傷病補償年金の365分の10相当額が減額されます。

８．費用徴収制度

政府は、偽りその他不正の手段により保険給付を受けた者から、その保険給付に要
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した費用の全部又は一部を徴収することができます。それが、事業主の虚偽の報告又

は証明による保険給付の場合、その事業主に対して、不正受給者と連帯して徴収金を

納付すべきことを命じることができます。

また、事業主の故意又は重大な過失等によって生じた災害に対する保険給付を行っ

た場合、政府は、その保険給付に要した費用の全部又は一部を事業主から徴収するこ

とができます。

事業主が故意又は重大な過失により労災保険に係る保険関係成立届を提出していな

い期間中の事故、事業主が概算保険料のうち一般保険料を納付していない期間中の事

故についても費用徴収の対象となります。ただし、療養(補償)給付、介護(補償)給付

については、費用徴収の対象となりません。

９．受給権の保護

労災保険の保険給付を受ける権利は、労働者の退職によって変更されません。例え

ば、障害補償年金の受給権者が退職しても、受給条件に該当する限り支給され続けま

す。また、保険給付を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえること

はできません。ただし、年金たる保険給付を受ける権利を独立行政法人福祉医療機構

が行う小口資金貸付事業の担保に供することは可能です。

１０．保険給付の非課税

租税その他の公課は、保険給付として支給を受けた金品を標準として課することは

できません。この保険給付には、特別支給金や現物給付も含まれ、同様に非課税扱い

となります。

１１．保険給付の一時差止め

政府は、以下の(1)～(3)の場合に、保険給付の支払いを一時差し止めることができ

ます。当該差し止め理由が解消されれば支給再開されますが、どれも保険給付を受給

するためには必要な義務です。

(1)保険給付を受ける権利を有する者が、正当な理由がなく。法律の規定による届け

出をしない場合。

(2)保険給付を受ける者等が、行政庁による必要な報告。届出、文書その他の物件の

提出、出頭等の命令に従わない場合。

(3)保険給付を受ける者等が、行政庁の受信命令に従わない場合。

１２．不服申立て

保険給付に関する決定に不服のある者は、労働者災害補償審査官に対して、審査請

求をし、その決定に不服のある者は、労働保険審査会に対して再審査請求をすること

ができます。ただし、労働者災害補償審査官に審査請求をした日から３ケ月を経過し

ても決定がない場合は、その決定を経ないで労働保険審査会に再審査請求できます。
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労働者災害補償審査官(審査請求)

処分のあったことを知った日の翌日から起算して60日以内に口頭または文書

で請求します。

労働保険審査会(再審査請求)

決定書の謄本が送付された日の翌日から起算して60日以内に文書で請求しま

す。なお、保険給付以外の処分に不服のある者は、行政審査法の規定により、

不服申立て(異議申立て又は審査請求)することができます。

１３．保険給付の時効

保険給付を受ける権利の時効期間及び起算日は以下の通りです。なお、支給決定が

行われた保険給付を受ける権利(支分権)については、傷病(補償)年金を含めすべて５

年で時効消滅します。

（１）時効期間２年の保険給付

・療養(補償)給付：療養に要する費用を支払った日の翌日から起算して２年

・休業(補償)給付：労働不能となった日の翌日から起算して２年

・介護(補償)給付：介護を受けた月の翌月の初日から起算して２年

・障害(補償)年金前払一時金：傷病が治った日の翌日から起算して２年

・遺族(補償)年金前払一時金：労働者が死亡した日の翌日から起算して２年

・葬祭料(葬祭給付)一労働者が死亡した日の翌日から起算して２年

・二次健康診断等給付一労働者が一次健康診断の結果を知った日の翌日から起算し

て２年

（２）時効期間５年の保険給付

・障害(補償)年金：傷病が治った日の翌日から起算して５年

・障害(補償)一時金：傷病が治った日の翌日から起算して５年

・障害(補償)年金差額一時金：障害(補償)年金の受給権者が死亡した日の翌日から

５年

・遺族(補償)年金一労働者が死亡した日の翌日から起算して５年

・遺族(補償)一時金一労働者が死亡した日の翌日から起算して５年

１４．第三者行為災害

業務災害、通勤災害が第三者の加害行為によって生じた場合、その第三者から損賠

賠償が行われます。労災保険では、この損害賠償と保険給付を調整することになって

いて、重複して損害が補填されることはありません。行われた順番により、それぞれ

次のように調整されます。

労災保険給付が先に行われた場合

同一の事由について、損害賠償を受ける前に保険給付を受けたときは、政府

は、その価額の限度で、第三者から損害賠償を請求(求償)できます。
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第三者からの損害賠償が先に行われた場合

同一の事由について、保険給付を受ける前に損害賠償を受けたときは、政府

は、その価額の限度で保険給付をしないこと(控除)ができます。

以上のように調整されますが、受けた損害賠償が法定の労災保険給付を上回るとき

は支給されず、下回るときは差額が支給されます。

また、年金の場合は、支給すべき年金額が損害賠償額に達するまでの間、災害発生

後３年を限度として支給停止されます。なお、調整されるのは、保険給付と同一の事

由に基づく損害賠償のみであり、慰謝料等は含まれません。

１５．社会保険との調整

同一の事由による障害や死亡が原因で、労災保険の保険給付と他の社会保険(国民

年金･厚生年金保険)の給付が行われる場合、一部を除き、労災保険給付が減額調整さ

れます。あくまでも、同一の事由に限られますので、老齢基礎年金･老齢厚生年金は

調整の対象となりません。
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ヒヤリ・ハットの事例
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特別加入関係の様式、記載例
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